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第４章  東海地震の警戒宣言に伴う対応措置計画 
 

第１節  計画の位置付け 
第１ 策定の趣旨 
東海地震とは、静岡県中部から遠州灘周辺を震源域とし、いつ発生してもおかしくない

と考えられているマグニチュード８クラスの巨大地震で、これまでの研究や観測体制の構

築から唯一予知の可能性のある地震である。 

大規模地震対策特別措置法は、大規模地震の発生が予想され、当該地震が発生した場合

に著しい災害が生じるおそれのある地域を地震防災対策強化地域（以下「強化地域」とい

う。）として指定し、強化地域に係る地震観測体制の強化及び防災関係機関や事業所等にお

ける地震防災体制の整備等により、被害の防止、軽減を図ろうとするものである。 

同法に基づき、昭和 54 年８月に静岡県を中心とする６県（静岡、神奈川、山梨、長野、

岐阜、愛知）の 167 市町村が強化地域に指定された。平成 24 年４月１日現在、強化地域は

８都県 157市町村となっている。 

埼玉県の地域は、東海地震が発生した場合、震度５弱から５強程度と予想されることか

ら、強化地域には指定されなかったが、人口が集中している埼玉県南部では、かなりの被

害が発生することが予想され、警戒宣言の発令に伴う社会的混乱が発生することも懸念さ

れる。 

このため、市防災会議は、東海地震の発生に備え、社会的混乱の防止と地震被害を最小

限にとどめるため、本計画（震災対策編）の第４章として「東海地震の警戒宣言に伴う対

応措置計画」を策定しているものである。 

 

第２ 基本的な考え方 
  対応にあたっての基本的な考え方は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 警戒宣言発令中においても都市機能は、極力平常どおり確保する。 

 警戒宣言の発令に伴う社会的混乱の発生を防止するとともに、市民の生命、身
体、財産の安全を確保するため、東海地震による被害を最小限に抑えるための

防災措置を講ずる。 

 原則として、警戒宣言発令時から地震が発生するまでの間にとるべき対応措置
を定めるものとする。なお、東海地震注意情報が発表されてから警戒宣言の発

令までの間においても、社会的混乱防止のため、必要な措置を講ずる。 

 発災後の対策は、本編 「震災応急対策計画」に基づき、対処する。なお、発

災前の対策についても、必要に応じて本編 「震災予防計画」に基づき、対処

する。 

 市は、地震防災対策強化地域でないことから大規模地震対策特別措置法が適用
されないため、本計画の策定及び実施に関しては、行政指導及び協力要請によ

り対応する。 
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第３ 前提条件 
  計画策定にあたっての前提条件は、次のとおりとする。 

 

１ 警戒宣言の発令時刻 
警戒宣言が発令される時刻は、原則としてもっとも社会的混乱が予想される社会経済活

動の盛んな平日の昼間（おおむね午前 10時～午後２時）とする。 

ただし、各部署の対策遂行上、特に考慮すべき時間帯がある場合は、個別に対応策を考

慮する。 

 

２ 予想震度 
  震度は、地質地盤によって異なるが震度５弱～５強程度とする。 

 

※ 東海地震に関する情報の種別 

気象庁は、地殻変動や地震等を 24 時間体制で監視し、異常なデータが観測された場合に

は「東海地震に関する情報」を、各情報が意味する危険度に応じた「カラーレベル」を付

し、発表する。 

なお、前兆すべりが急激に進んだ場合や前兆すべりが小さい場合等には、直前予知がで

きない場合もあるので、日頃から東海地震への備えをしておくことが大切である。 

 

■東海地震に関する情報と防災対応 

情報名 発表基準 主な防災対応等 

東海地震 

に関連する 

調査情報 

ｶﾗｰﾚﾍﾞﾙ:青 観測データに通常とは異なる変化が観測され、その変化の原因

についての調査を行った場合 

臨時 国や市では情報収集連絡体制がとられる。 

毎月の定例の「判定会」で調査

が行われ、「東海地震」に直ちに

結びつくような変化が観測され

ていないと判断された場合 

定例 防災対応は特になし 

東海地震 

注意情報 

ｶﾗｰﾚﾍﾞﾙ:黄 

観測された現象が東海地震の前兆現象で

ある可能性が高まった場合 

防災の準備行動がとられる(児童･生徒の帰宅等の安全

確保対策、救助･救急･消火部隊、医療機関関係者等の

派遣準備）。 

東海地震 

予知情報 

ｶﾗｰﾚﾍﾞﾙ:赤 

東海地震が発生するおそれがあると認め

られ、「警戒宣言」が発せられた場合 

・地震災害警戒本部が設置される。 

・住民避難、交通規制等、地震防災対策の実施。 

注）東海地震に関連する情報は表のように３種類あり、危険度が低い情報から順に「東海地震に関連す

る調査情報」→「東海地震注意情報」→「東海地震予知情報」となる。 

注）各情報発表後、東海地震発生のおそれがなくなったと判断された場合は、その旨が各情報で発表さ

れる。 
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第２節  東海地震注意情報発表から警戒宣言発令までの対応措置 
 

気象庁が強化地域等で常時監視している観測データに異常が認められ、東海地震の前兆現

象である可能性が高まったと認められる場合は東海地震注意情報が発表される。 

このため、注意情報発表に伴う社会的混乱を防止する観点から実施すべき必要な措置に

ついて定める。 

 

第１ 東海地震注意情報の伝達【市民部】 
１ 伝達体制 
埼玉県から東海地震注意情報の通報を受けたときは、直ちにその旨を庁内各部、出先機

関に伝達するとともに、防災対策上重要な関係機関、施設、団体等に伝達する。 

 

     ■東海地震注意情報伝達系統図（本市関連） 
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２ 伝達事項 
  市が東海地震注意情報の発表を受けて伝達するする事項は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 活動体制の準備等 
東海地震注意情報を受けた場合は、直ちに市災害対策本部等の準備等必要な措置を講ず

るとともに、社会的混乱の発生に備えるものとする。 

 

（１）災害対策本部の設置準備 
（２）警戒体制として配備を実施 
（３）東海地震注意情報発表時の所掌事務 

災害対策本部が設置されるまでの間、「総括班」は、関係機関の協力を得ながら、次の

事項を行う。 

 

 

   東海地震注意情報又は東海地震注意情報に基づき、政府が準備行動を行う意思
決定を行った旨の埼玉県からの連絡内容 

 警戒宣言が発令されることを考慮して必要な体制をとること等 

 東海地震注意情報の解除された旨の連絡内容 

 その他必要と認める事項（電気、ガス、水道による二次災害防止に関すること） 

 東海地震注意情報等その他防災上必要な情報の収集伝達 

 埼玉県との連絡及び出先機関、防災対策上重要な機関等との連絡調整 

 社会的混乱防止のため必要な措置 
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第３節  警戒宣言に伴う措置 
 

東海地震が発生するおそれがあると認められた場合に、東海地震予知情報が発表される。 

これを受けて、警戒宣言等の対応がとられる。 

本節では、警戒宣言が発せられた場合における社会的混乱を防止するとともに、地震発

生に備え、被害の未然防止及び軽減を図るため、警戒宣言の発令から地震発生までの間又

は地震発生のおそれがなくなるまでの間においてとるべき措置について定める。 

 

第１ 警戒宣言、東海地震予知情報の伝達、広報【市民部、総務部】 
１ 伝達体制 
埼玉県から警戒宣言及び東海地震予知情報を受けたときは、直ちにその旨を庁内各部、出

先機関に伝達するとともに、防災対策上重要な機関、団体等に伝達する。 

また、市民に対して、防災行政無線や広報車により伝達する。 

   ■警戒宣言及び東海地震予知情報伝達系統図（本市関連）                           
 

注）埼玉県知事への伝達は、東海地震予知情報については消防庁ルートを主とし、熊谷

地方気象台を副とする。警戒宣言については、消防庁ルートのみとする｡ 

気象庁 
長 官 埼玉東 

部消防 
組合  久喜市 庁 内 

各 部 
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２ 伝達事項 
  市が警戒宣言及び東海地震予知情報を受けて伝達するする事項は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 活動体制【市民部】 
東海地震の警戒宣言が発令され、災害発生のおそれがある場合は、災害対策本部を設置

する。 

配備体制は、非常体制第１配備とする。 

災害対策本部は、消防、警察等防災関係機関と緊密な連携を保ち、警戒宣言の発令に伴

う社会的混乱の防止と地震災害の発生防止並びに軽減を図るための措置を実施するととも

に、地震災害が発生した場合、速やかに「第４編-第２章 震災応急対策計画」に沿って応

急対策ができるように準備する。 

 

第３ 広報【総務部】 
警戒宣言発令に伴う社会的混乱の発生の防止と、地震による被害とその拡大を防止し、

市民、事業所等のとるべき措置を周知させるため、広報活動を積極的に行う。 

広報を行うにあたっては、自主防災組織に対しても協力を要請し、市民への周知徹底を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 警戒宣言通知文 

 東海地震予知情報に関する情報文 

 警戒宣言発令に伴いとるべき措置事項 

 警戒解除宣言に関する通知（地震が起こらないで解除になる場合） 

 その他必要と認める事項（電気、ガス、水道による二次災害防止に関するこ
と） 

 警戒宣言に関する内容説明 

 家庭における防災措置の実施 

・火気の取扱い、水のくみ置き等 

・避難の準備（非常持出品の確認） 

・家具等の転倒防止 

 混乱防止の呼びかけ（ラジオ・テレビ等からの正確な情報の入手） 

 児童・生徒の引き取り 

 高齢者・障がい者等要配慮者の事前避難 

 自動車運行の自粛と運転手のとるべき措置 

 緊急以外の電話の自粛 

 過度な生活必需品の買い占めの自粛 
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第４ 警備、交通対策【建設部、道路管理者、警察】 
１ 警備対策 
埼玉県警察本部は、予知等情報発表及び警戒宣言発令に伴い、発生が予想される各種警

察事象を未然に防止するため、警備体制を早期に確立するとともに、関係防災機関と緊密

な連携を図り、一体的かつ総合的な活動を推進し、社会混乱の未然防止と人心の安定を図

ることとしている。 

 

（１）警備体制   ① 警備本部の設置 
   久喜警察署並びに幸手警察署に震災警備本部を設置する。 

   ② 警備要員の措置 
   警戒宣言発令等を確認した警備要員は、自所属に参集し、所定の任務に従事する。 

   ③ 部隊の配備運用 
久喜警察署並びに幸手警察署においては、所定の計画に基づき警備要員を配置するとと

もに、情報の収集等の警備措置をとる。 

市内で混乱が予想される地域等へ警備部隊を重点的に応援派遣し警備にあたる。 

 

（２）警備措置 
   予知情報発表及び警戒宣言発令に伴う警察の任務は、次のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 交通対策 
警戒宣言発令時における道路交通の混乱と交通事故の発生を防止し、防災関係機関等に

よる避難及び緊急輸送の円滑な実施を図るとともに、地震が発生した場合における交通対

策を迅速かつ的確に実施することとしている。 

 

（１）交通規制の基本方針 
   交通規制の基本方針は次のとおりである。   東海地震に関する情報等の伝達 

 各種情報の収集及び伝達 

 予知情報発表及び警戒宣言発令における市民、運転者等に対する広報 

 人の集まる場所における混乱の防止 

 各種犯罪の予防検挙 

 交通規制及び緊急交通路の確保 

 危険物に対する保安措置 

 関係防災機関との相互協力 

 その他必要な警察活動 
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（２）交通対策の内容 
警戒宣言が発令された場合は、速やかに警察官を都県境及び主要交差点に配置し、必要

により検問所を設置して、次の事項を行うこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自動車運転者への措置 
警戒宣言が発せられた場合における自動車運転者のとるべき措置を次のとおり定め、市

民等に広く周知徹底を図ることとしている。 

   ① 走行中の車両 
警戒宣言が発せられたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行（おお

むね高速道路では時速 40 キロメートル、一般道路では時速 20 キロメートルの速度に減

速）すること。 

カーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報に応じた行動を

とることとし、現場の警察官等の指示に従うこと。 

   ② 駐車中の車両 
   路外に駐車中の車両は、警戒宣言発令後はできる限り使用しないこと。 

   路上に駐車中の車両は、速やかに駐車場、空地等に移動すること。 

車両を置いて避難するときは、できる限り路外に停車させること。やむを得ず路上にお

いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車させ、エンジンを切り、エンジンキーをつ

けたままとし、窓を閉めドアはロックしないこと。 

   ③ 車両による避難の禁止 
   警戒宣言が発せられた後は、避難のために車両を使用しないこと。 

 

（４）緊急通行車両の確認 
警戒宣言が発せられた場合における埼玉県公安委員会の行う緊急輸送車両の確認は、

「第４編-第２章-第 11節 交通の確保対策の実施」に定めるところにより実施することと

している。 

 市内における車両の走行は、極力抑制する。 

 強化地域及びその隣接都県に向かう車両の通行は、極力制限する。 

 強化地域及び都内から流入する車両の通行は、交通の混乱が生じない限り原
則として制限しない。 

 避難路及び緊急輸送については、優先的にその機能の確保を図る。 

 交通整理及び誘導 

 交通情報の収集及び報告 

 運転者に対する交通情報の提供 

 所要の交通規制の実施 

 運転者のとるべき措置の指導 
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３ 道路管理者のとるべき措置 
  警戒宣言が発せられた場合、道路管理者は直ちに次の措置を講ずる。 

 

（１）緊急点検 
地震発生時に交通に支障が生じるおそれのある道路・橋梁を重点的に、道路パトロール

等により緊急点検を行う。 

 

（２）道路工事中の安全対策 
工事中の箇所については、原則として工事を中止し必要な補強その他の保全措置を行う。 

 

第５ 教育・病院・社会福祉施設対策【教育部、健康増進部、福祉部】 
１ 教育施設 
小・中学校、高等学校及び特別支援学校は、警戒宣言が発令されたときは、次のような

措置を講じて児童・生徒の生命の安全確保について、万全を期する。 

なお、市が管理、運営する社会教育施設等も警戒宣言が発令されたときは、開館を自粛

するなどこれらに準じて利用者の生命の安全確保について、万全を期する。 

 

（１）情報の収集伝達等 
警戒宣言が発令されたときは、校長は直ちに対策本部（自衛防災組織）等を設置し、市

災害対策本部や防災関係機関等と連携を図り、情報を収集し、職員に周知させる。 

職員は、児童・生徒に対し警戒宣言が発令されたことを知らせ、適切な指示をする。こ

の際、児童・生徒に不安や動揺を与えないよう配慮する。 

 

（２）授業の中止等 
   警戒宣言が発令されたときは、すべての授業又は学校行事を直ちに打ち切る。 

   学校は、警戒解除宣言が発令されるまでの間、休業する。 

 

（３）児童・生徒等の保護 
   職員は、児童・生徒等の所在を確認のうえ、次のとおり措置する。 

    ■児童・生徒等の保護 
区分 措置内容 
幼稚園 

園児は園内で保護し、名簿により人員・氏名を確認のうえ、直接保

護者に引き渡す。 

小・中学校 

名簿により児童・生徒の人員・氏名を確認のうえ、通学班・下校班

等あらかじめ学校が実情に応じて定めた方法により帰宅させる。な

お、心身に障がいのある児童・生徒については、特別支援学校に準

ずる。 

高等学校 

名簿により生徒の人員・氏名を確認のうえ、帰宅させる。なお、交

通機関等の利用者については、できるだけその状況を把握し、適切

な方法で帰宅させるようにする。 
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区分 措置内容 
特別支援学校 

 スクールバスで通学している児童・生徒 

・緊急連絡網により、通学区域ごとに、保護者に帰宅時刻及び引

き取りの所定の場所を連絡し、その所定の場所で名簿により確

認のうえ、直接保護者に引き渡す。 

・スクールバスの運行にあたっては、その状況に応じて、学校の

職員が添乗するなどして、児童・生徒を保護者に安全かつ速や

かに引き渡せるよう連絡及び引き渡しの方法を工夫する。 

 スクールバス以外で通学している児童・生徒 

徒歩又はスクールバス以外の交通機関を利用し、あるいは介添

により通学している児童・生徒については、校内で保護し、保

護者に緊急連絡網等により連絡し、名簿により確認のうえ、直

接保護者に引き渡す。 

 寄宿舎に入所している児童・生徒 

学校から寄宿舎に帰し、寄宿舎内で保護する。緊急連絡網等によ

り保護者に連絡し、名簿により確認のうえ、直接保護者に引き渡

す。 

 

（４）校内防災対策 
   校内防災計画等に基づき、特に次の事項に留意して学校の安全に万全を期する。 

   ① 出火防止措置 
地震災害での二次災害を防止するため、職員室、理科室、家庭科室等の火気使用場所及

び器具を点検する。 

なお、電気及びガスの設備についても点検し、不要な電源及び元栓を閉じる。 

    ② 消火設備の点検と作動確認 
   消火用水、消火器等の点検をする。    ③ 非常持出品の確認と準備 
   重要な書類及び物品は、耐火書庫又は耐火倉庫に収納し、施錠する。 

ただし、耐火書庫等に収納できない場合は、その書類等を点検し、非常災害時に搬出で

きるよう整理保管する。    ④ 化学薬品の管理 
火災・有害ガス発生のおそれがある薬品は、所定の保管庫に収納・施錠し、転倒防止対

策がとられていることを確認する。 
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（５）事前の指導連絡事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（６）幼稚園 
幼稚園についても、小・中学校に準じた措置を講じて、園児の生命の安全確保に万全を

期する。 

 

２ 病院施設 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 社会福祉施設対策 
大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言が発せられた場合、社会福祉施設にあって

は、正確な情報の収集にあたるとともに、自衛防災組織及び対応策の確認、設備・機材の

点検等を行う。 

また、周囲の状況から避難すべきであると判断された場合は、市が指定した避難所へ避

難を開始する。 

 

（１）情報活動   ① 情報の収集 
市、防災関係機関、ラジオ・テレビ放送から正確な情報を入手し、入所者等に対して迅

速かつ適切に伝達するよう努める。     
 学校と児童・生徒の保護者間の緊急連絡網を整備しておく。 

 警戒宣言が発令されたときは、前記(３)の区分により、児童・生徒を直ちに

帰宅させるか、保護者に直接引き渡すかをあらかじめ保護者に知らせてお

く。 

 登校前に警戒宣言が発令されたときは、登校しないようあらかじめ保護者及
び児童・生徒に知らせておく。 

 保護者が引き取りに来ない場合は、職員が送りとどける等の方策を講ずる。 

 特別支援学校においては、通学地区が広範であり、通学方法が複雑多岐であ
ることから学校、寄宿舎、スクールバスの相互連携及び保護者との連絡体制

を整え、綿密かつ確実に組織化し、情報の伝達方法等について周知徹底を図

っておくようにする。 

 外来診療は、可能な限り平常どおり行う。 

 手術及び検査は、可能な限り延期する。 

 警戒宣言の発令を外来及び入院患者に伝達するとともに、過剰な不安を与え
ないよう必要な措置をとる。 

 入院患者の安全確保に万全を期す。 

 建設及び設備の安全点検を行う。 

 毒劇物等の薬品管理及び放射性物質等の危険物管理についても万全を期す。 
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  ② 情報の伝達  
          ③ 報告 
   警戒宣言に対応してとった措置について、市等に連絡する。    ④ 情報責任者の選定 
   情報の収集、伝達、報告については、責任者を定めて市等との連絡にあたる。 

 

（２）自衛防災組織の確認 
警戒宣言が発せられたとき、必要な要員を確保し、迅速・的確に防災措置を行うための

自衛組織編成及び活動について、あらかじめ作成されている計画に基づき、次の「(３) 

対応策の確認」等の活動を行う。 

 

（３）対応策の確認 
各施設においては、入所者等の安全を確保するため、次の事項等について確認や準備を

行っておく。 

 

         
（４）施設の設備の整備点検 

整備点検を行う重要なものは、次のとおりであるが、施設の実態に応じて必要なものを

追加する。 

 

 

 

 

 

 情報は、正確かつ迅速に伝達されるよう努めるとともに、入所者が動揺しな
いよう定期的に伝達するなど配慮すること。 

 地震発生に伴う避難等の内容を周知しておくこと。 

 保護者からの照会に対し、正確な情報を提供できるよう努めること。 

 警戒宣言発令時の措置内容について、入所者及び保護者に対し徹底しておく
こと。 

 放送設備が使用不能になった場合の伝達方法を定めておくこと。 

 非常口、非常階段、避難経路、避難所を確認しておく。 

 保護者との連携を図り、入所者を家族等に引き渡す場合、いつ、どこで、ど
のような方法で行うか明確にする。 

 地震の発生時における職員の指示の方法や入所者の行動の仕方を明確にす
る。 

 非常用の器具（携帯ラジオ、懐中電灯、ロープなど）や医薬品の準備をして
おく。また、食糧、飲料水、生活必需品についても、必要最小限のものを災

害時に持ち出せるよう配慮する。 

 

 火気使用設備器具 

 発火流出等のおそれのある危険物 

 消火用設備 

 落下、倒壊危険のあるもの。特に屋内にある転倒危険家具等 

 工事中の建築物等の保安措置 
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（５）避難 
地震情報及び火災等の危険性により、施設から避難所へ避難すべきであると判断される

場合、又は市長等から避難指示があった場合は、避難所への避難行動を指示する。目的地

に到達した場合は、人員を確認し、避難状況について市長に報告する。 

 

（６）保育所等の園児の扱い 
   警戒宣言の発令中は、保護者において保護することを原則とする。 

 

 

 

 

 

 

第６ ライフライン対策【上下水道部、事業者】 
１ 電話（東日本電信電話株式会社） 
警戒宣言等の発令にあたっては、情報が正確かつ迅速に伝達され、防災対策上、有効に

機能されるよう防災関係機関等の重要通話を確保するとともに、市民の情報にも大きな支

障をきたさないことを基本として、必要な地震防災応急対策を実施する。 

 

（１）ダイヤル通話の確保 
警戒宣言等が発令されると、強化地域を中心に防災関係機関等からの情報連絡、対策指

示等の通話及び市民による家族間の連絡等通話が集中的に発生し、混乱することが予想さ

れる。このため、次の対策を実施する。 

 

 

 

 

 

（２）トーキー案内 
警戒宣言発令時及び災害発生時に伴う混乱により、接続不能となった場合、トーキー案

内を行う。 

 

（３）電報 
   強化地域内へ向けて発信する電報は、遅延承知のものに限り受け付ける。 

 

（４）営業窓口 
   通常の営業時間中は、営業窓口を可能な限り開いておくこととする。 

 

２ 電力（東京電力株式会社） 
電力は、地震災害応急対策の実施をはじめとするすべての活動の基盤となるものである

ため、警戒宣言が発せられた場合においても、原則として供給を継続する。 
 保育中の園児は、利用者名簿を確認のうえ、保護者に引き渡す。 

 警戒解除宣言が発令されるまでの間は、保護者において保護するよう依頼する。 

 引き取りのない園児は、園において保護する。 

 園児の引き取りについて、事前に十分な打ち合せをすること。 

 

 防災関係機関、報道関係機関等の災害時優先電話の通話を確保する。 

 災害時優先電話等の通話を確保するため、一般回線の通話を制限する。 

 強化地域及び周辺地域に対し、混乱状況により通話の制限をする。 
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（１）要員 
非常災害対策本・支部構成員は、東海地震注意情報が発せられた場合、あるいは警戒宣

言発令の情報を知ったときは、速やかに所属する事業所に参集する。  
（２）資機材の確保 

警戒宣言が発せられた場合、各本・支部は、工具、車両、舟艇、発電車、仮送電力用の

資機材等を整備、確保して応急出動に備えるとともに、手持資機材の数量確認及び緊急確

保に努める。  
（３）電力施設の予防措置 

東海地震注意情報に基づき、電力施設については次に掲げる予防措置を講ずる。この場

合において地震発生の危険性に鑑み、作業上の安全に十分配置した判断を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

３ ガス供給事業者 
警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの供給は原則として継続することとし、地

震発生時の二次災害の防止、又は軽減を図るための応急措置を迅速かつ的確に講じ得る体

制を確立する。  
（１）人員の確保と配備 

勤務時間内、時間外及び休日における、あらかじめ定められた動員計画に基づき、保安

要員を確保し、警戒体制を確保する。  
（２）資機材の点検整備 
   復旧工事用資機材、車両等の点検整備を実施する。  
（３）その他の保安措置 
① 予備電源等の点検整備及び機能の確認 

  ② 工事の一時中止と工事現場の安全措置 

 

４ 上水道（「給水班」） 
警戒宣言が発せられた場合、原則として平常どおり供給を継続する。 

また、市民及び事業所等が緊急貯水を実施することによって増大する需要に対し、円滑

な供給を確保するとともに、災害発生に備え、水道施設の安全点検、応急資機材等の点検

整備を実施するほか、緊急給水活動が迅速に遂行し得る体制を確立する。 

 

 電力施設に対する特別巡視、特別点検及び機器調整等の実施 

 通信網の確保 

 仕掛り工事・作業中の各電力施設等について、状況に応じた設備保全及び人
身安全上の応急安全措置の実施 
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第７ 生活物資対策【総務部、財政部、環境経済部】 
１ 食料、生活必需品等 
地震発生後に避難住民等に対して必要な食料、生活必需品等を供与できるよう次の措置

を講ずる。 

 

  ① 防災倉庫の在庫状況の確認、搬送体制の確立 

  ② 応援協定締結先への物資供給の準備依頼 

 

２ 買占め、売惜しみ防止の呼びかけ 
市民生活上必要な物資を確保するため、埼玉県と連携して百貨店、スーパーマーケット

等小売店に対して、警戒宣言が発令された場合においても、極力営業するよう要請する。 

警戒宣言発令後も買占め、売惜しみをしないよう生活必需品等に係る事業者に呼びかけ

る。 

また、市民に対しても不必要な買占めを行わないよう呼びかける。 

 

３ 輸送車両等の確保 
警戒宣言発令時において、輸送に必要な車両等は、「財政班」が集中管理、配車等を行う。

不足する場合、又は発災時に緊急輸送ができるよう応援協定に基づき、締結市・業者へ緊

急調達又は輸送待機等を要請する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


